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地域密着型金融につきましては、2003年度以降、当金庫の重要な経営課題として創業支援や企業再生支援など
地域の活性化に取組んできました。
当金庫では、こうした取組みが今後も必要であるとの認識から、2023年度の「地域密着型金融の取組方針」を制
定しました。
今後も、高い健全性の維持をはじめ、地域のお客さまに喜ばれる金融サービスを展開し、地域のお客さまとともに発
展することにより、地域に貢献していきます。引き続き2024年度も以下の項目に重点を置き、地域密着型金融推進
に取組んで参ります。

地域密着型金融の取組方針について

当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）の趣旨や内容を踏まえ、同ガイドラインを
融資慣行として浸透・定着させていくため、以下のとおり取り組みます。

2023年度
新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る）

332件
23.5%
40件
0件

（1）事業再生に向けた取組
（2）中小企業円滑化および物価高騰の影響をはじめとした経済情勢の変化に係る条件変更先への支援
（3）創業・新事業先への支援強化
（4）事業承継への支援体制の強化

ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

（1）事業価値を見極める融資の推進
（2）中小企業に適した資金供給手法の徹底
（3）目利き能力の向上を目的とした教育訓練の効果的推進

事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

（1）地域全体の活性化、持続的な成長に貢献する
（2）地方創生への取組み
（3）地域活性化につながる多様なサービスの提供

地域の情報を活用した持続可能な地域経済への貢献

「地域密着型金融の取組方針」の概要

経営者保証に関する取組方針

2016年９月、金融庁から、金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な指標として、「金融仲介機能の
ベンチマーク（以下、「ベンチマーク」という。）」が公表されました。これらの指標を活用し、引き続き、地域のお客様
のニーズにお応えするとともに、課題解決につながる本業支援、経営改善支援に積極的に取組んでまいります。
※当金庫のベンチマークについて、詳しくは当金庫ホームページ（https://www.hanshin-ca.co.jp）をご覧ください。

金融仲介機能の発揮に向けた取組みについて

１．お客さまが融資等資金調達のお申込みをした場合、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の機能を代替する融資手法を活用する
可能性について、お客さまの意向を踏まえたうえで検討いたします。

２．経営者保証を求めることがやむを得ないと判断した場合、当金庫はお客さまの理解と納得を得ることを目的に、保証契約の必要性等に関
する丁寧かつ具体的な説明を行います。

３．お客さまの資産及び収入の状況、融資額、信用状況、情報開示の姿勢等を総合的に勘案して、適切な保証金額の設定に努めます。
４．お客さまから既存の保証の変更・解除等の申入れがあった場合は、検討結果について丁寧かつ具体的な説明を行います。
５．事業承継時には、原則として前経営者、後継者の双方から二重で経営者保証は求めないこととし、また、後継者に当然に保証を引き継いで
いただくのではなく、その必要性を改めて検討いたします。

６．お客さまからガイドラインに基づく保証債務整理の申し出を受けた場合には、ガイドラインに即して誠実に対応いたします。

　当金庫の業績につきましては、預金は、期末残高3,230億円となり前期比2億円の増加で伸率0.06%でありま
した。
　貸出金は、期末残高で1,402億円となり前期比27億円の増加で伸率は1.96%でありました。
　損益につきましては、当金庫の本業部分の業績を表す業務純益は607百万円、経常利益は977百万円、当期純
利益は747百万円となりました。

半田信用金庫の業績について

主要計数の状況
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半田信用金庫の業績について

自己資本比率

　自己資本比率とは、金融機関の経営の健全性・安全
性を示す代表的な指標で、貸出金や保有有価証券など
の総資産（リスク・アセット）に対して、自己資本（出資金、
積立金など）の割合を示す比率です。総資産（リスク・ア
セット）は資産ごとの信用リスクの度合いに応じて定めら
れた掛け目（リスク・ウエイト）を乗じて算出されます。
　2023年度末の自己資本比率は10.72%で、国内基
準の4%以上を大きく上回っており、十分な水準を維持
しています。

注：自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1
 項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信
 用金庫がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状
 況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年
 金融庁告示第21号）」 に基づき算出しております。

貸出金に関する事項（地域のお客さまへのご融資について）

　地域のお客さまからお預入れいただきましたご預金
につきましては、お客さまの様々な資金ニーズにお応
えし、地域経済の活性化に資するために、円滑な資金
供給を行い、お客さまや地域社会に還元しております。

有価証券運用に関する事項

　有価証券等の資金運用につきましては、金利変動、
価格変動等リスクには十分注意を払って資金運用をし
ております。

自己資本比率（単位：％）
自己資本額（単位：百万円）＊ 自己資本比率の推移
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＊ 貸出金使途別残高 （単位：百万円、構成比：％）

（2024年3月末）

事業性融資
設備資金
42,753
（30.5％）

事業性融資
運転資金
40,711
（29.0％）

個人設備資金
49,138
（35.0％）

地方公共団体融資
2,258
（1.6％）

個人運転資金
5,377
（3.8％）

合計
140,239
（100％）

＊ 有価証券の内訳 （単位：百万円、構成比：％）

（2024年3月末）

その他
31,802
（25.13%）

社債
68,131
(53.84％）

地方債
17,723
（14.01％）

株式
3,755
（2.97％）

国債 
5,124
（4.05％）

合計
126,536
（100％）

　「金融再生法上の正常債権を除く債権額」の合計額は59億6百万円で、これらの債権に対しては、担保・保証により
52億23百万円が保全されています。また、個別貸倒引当金および一般貸倒引当金として4億49百万円を引き当てて
おり、保全率は96.01％と高水準にあります。さらに正常債権に対しても貸倒損失に備え一般貸倒引当金を十分積み立
てており、貸出債権は高い健全性を維持しております。不良債権比率は前期比0.17ポイント改善し、4.20％となりました。
引き続き不良債権の改善に努力していきます。

注1：「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる
債権です。　

注2：「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権
で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

注3：「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
注4：「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸
出金です。

注5：「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

注6：「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
注7：「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
注8：「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
注9：「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部に
ついて保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払
金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

区　　分

要管理債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権
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－
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（単位：百万円、％）
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保全額
（ｂ）

不良債権に対する適正な引当を行っており、厚い内部留保とあわせて
万全の備えをしております。

信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

＊ 不良債権比率の状況 （単位：％）
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注8：「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
注9：「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部に
ついて保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払
金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

区　　分

要管理債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権

三月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

小計（Ａ）

正常債権（Ｂ）

総与信残高（Ａ）＋（Ｂ）

保全率
（ｂ）／（ａ）

担保・保証等
による回収
見込額（ｃ）

貸倒引当金
（d）

2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

1,233
856
4,685
4,954
99
95
－
－
99
95

6,018
5,906

131,635
134,441
137,653
140,348

1,233
856
4,452
4,718
98
95
－
－
98
95

5,785
5,671

861
524
4,329
4,603
97
95
－
－
97
95

5,287
5,223

372
332
123
115
1
1
－
－
1
1

497
449

100%
100%
95.02%
95.24%
99.68%
100%
－
－

99.68%
100%
96.11%
96.01%

100%
100%
34.55%
32.86%
83.65%

－
－
－

83.65%
－

68.03%
65.74%

引当率
(ｄ)／（ａ－ｃ）

（単位：百万円、％）

開示残高
（ａ）

保全額
（ｂ）

不良債権に対する適正な引当を行っており、厚い内部留保とあわせて
万全の備えをしております。

信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

＊ 不良債権比率の状況 （単位：％）

3.00

0

4.00

5.00

2023年3月末 2024年3月末

4.204.37

信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の状況
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